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令和２年度２月最終補正予算（案） 

 

Ⅰ 基本的な考え方 

  年間を通じた事業実績の確定や見込み等を踏まえた最終補正予算を編成した。 

令和２年度は、２月最終補正後において、行財政運営方針の目標である収支均

衡を維持できる見通しである。 

 

１ 年間を通じた事業実績の確定や見込み等を踏まえた歳入・歳出の補正 

① 歳入 

・増額するもの 県債（減収補填債、徴収猶予特例債、調整債含む）、繰越金 

・減額するもの 県税等、臨時財政対策債、国庫支出金、諸収入等 

② 歳出 

 ・人件費、行政経費、投資的経費、公債費、繰出金等、歳出全般で減額 

  

 ２ 緊急対策の実施 

  ①新型コロナウイルス感染症対策 

（高齢者施設の従事者への検査の実施、避難所における物資の備蓄） 

  ②雪害対策 

   （雪害被災農業者等に対する支援、道路の除雪対策） 

 

 ３ その他所要の補正 

   県有環境林の計画的取得  

 

 

Ⅱ 補正予算規模                     

   （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現計は、２月１７日提案の２月補正予算(経済対策)を含む 

現　計 今　回

提案額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ＋Ｂ

一 般 会 計 2,979,848 △ 253,231 △ 47,135 △ 179,255 △ 6,704 △ 20,137 2,726,617 149.0

特 別 会 計 1,689,322 △ 10,109 △ 1,540 △ 65,662 47,132 9,961 1,679,213 104.9

計 4,669,170 △ 263,340 △ 48,675 △ 244,917 40,428 △ 10,176 4,405,830 128.4

公営企業会計 277,846 △ 2,509 244 2,895 △ 5,200 △ 448 275,337 99.0

合 計 4,947,016 △ 265,849 △ 48,431 △ 242,022 35,228 △ 10,624 4,681,167 126.2

財　源　内　訳 前年
同期
対比

区　分
国庫 特定 起債 一般

合　計



 2 

Ⅲ 一般会計補正予算の概要 

１ 歳入（△２，５３２億円） 

(1) 県税等（△６１７億円） 

個人関係税は、令和２年の株式取引額の増加により株式等譲渡所得割が増（＋

３９億円）となったものの、令和元年の普通徴収による株式等譲渡所得の減少

に伴う所得割の減（△２９億円）や配当所得の減少による配当割の減（△１６

億円）等により、△３億円の減。 

法人関係税は、新型コロナウイルス感染症の影響による企業業績の悪化に伴

い、１６６億円の減。特別法人事業税を財源として都道府県に配分される特別

法人事業譲与税の全国総額が減少したことに伴う特別法人事業譲与税の減（△

１６６億円）をあわせると法人関係税全体で△３３２億円の減。 

地方消費税は、新型コロナウイルス感染症の影響による民間消費の低下等に

より△２２１億円の減。 

結果として、県税と特別法人事業譲与税をあわせた県税等で△６１７億円の減。 
 

(2) 地方交付税等（△９９億円） 

令和２年度普通交付税算定において、基準財政収入額が当初予算時よりも伸

ばされたこと等により、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた地方交付税等

の総額では△９９億円の減。 
 

(3) 地方特例交付金等（△３億円） 

   自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限延長（令和

２年９月末から令和３年３月末まで延長：国第１号補正で措置）による自動車

税減収補填特例交付金の増（＋３億円）、地方揮発油譲与税等の地方譲与税の

減（△６億円）等 
 

(4) 国庫支出金（△４７１億円） 

医療提供・検査体制等の充実や社会福祉施設等における感染拡大防止対策の実

績減に伴う新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減（△１８０億円）、 

避難所換気設備整備事業等の実績減に伴う新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金の減（△２４億円）、新型コロナウイルス感染症対応無利子貸付

利子補給補助事業の実績減（△１２億円）、公共事業の実績減や当初予算時に枠

設定した災害復旧事業の減など、投資的経費の減に伴う減（△１３７億円）等 
 

(5) 県債（＋４５１億円） 

公共事業の実績減（△５８億円）の一方で、県税等の減収対策として、令和

２年度に限り対象税目に地方消費税等が追加された減収補填債（４１２億円）

や新型コロナウイルス感染症の影響による県税等の減収に対する措置として新

たに発行が認められた特別減収対策債（７億円）及び徴収猶予特例債（６０億

円）に加え、調整債（４６億円）を発行することにより増 等 
 

(6) 諸収入等（△１，７９３億円） 

中小企業制度資金貸付金の実績減に伴う償還金の減（△１，５２２億円） 等 
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○歳入の内訳                     （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○県税収入の内訳                  （単位：百万円、％） 

 

均 等 割 6,121 △ 3 6,118 100.3
所 得 割 186,840 △ 2,868 183,972 100.4
県 民 税 利 子 割 1,365 263 1,628 113.3
配 当 割 11,341 △ 1,612 9,729 96.4
株 式 等 譲 渡 所 得 割 5,673 3,906 9,579 177.2
個 人 事 業 税 7,421 5 7,426 101.2

合　　　  　　計 218,761 △ 309 218,452 102.3
法 人 事 業 税 148,620 △ 15,303 133,317 90.5
法 人 県 民 税 16,994 △ 1,288 15,706 69.1

小　　　  　　計 165,614 △ 16,591 149,023 87.6
243,921 △ 22,089 221,832 113.7

自 動 車 税 種 別 割 60,892 △ 70 60,822 99.1
自動車税環境性能割 5,332 △ 1,466 3,866 200.7
軽 油 引 取 税 40,522 △ 1,732 38,790 96.8

合　　　  　　計 106,746 △ 3,268 103,478 96.2
不 動 産 取 得 税 17,565 △ 2,654 14,911 86.0
県 た ば こ 税 5,080 84 5,164 99.0
ゴ ル フ 場 利 用 税 3,465 △ 287 3,178 91.8
狩 猟 税 37 △ 3 34 91.9
鉱 区 税 11 0 11 110.0

合　　　  　　計 26,158 △ 2,860 23,298 89.4
761,200 △ 45,117 716,083 100.5
95,400 △ 16,584 78,816 94.0
856,600 △ 61,701 794,899 99.8

法人関係税＋特別法人事業譲与税 261,014 △ 33,175 227,839 89.7

前年同期
対比

区　　　  　　分 現計　Ａ
今回補正額

Ｂ
合計

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

地 方 法 人 特 別 譲 与 税
県税＋特別法人事業譲与税 合計

個
人
関
係
税

法
人
関
係
税

地方消費税（清算後）
自
動
車
関
係
税

そ
　
の
　
他
　
の
　
税

県 税 合 計

856,600 △ 61,701 794,899 99.8
761,200 △ 45,117 716,083 100.5

う ち 個 人 関 係 税 218,761 △ 309 218,452 102.3
う ち 法 人 関 係 税 165,614 △ 16,591 149,023 87.6
う ち 地 方 消 費 税 243,921 △ 22,089 221,832 113.7

95,400 △ 16,584 78,816 94.0
396,378 △ 9,937 386,441 102.0
302,578 1,894 304,472 103.8
93,800 △ 11,831 81,969 96.0
9,538 △ 310 9,228 63.2

580,753 △ 47,135 533,618 292.1
176,796 45,108 221,904 132.3

0 41,228 41,228 386.1
0 735 735 皆増
0 6,000 6,000 皆増
0 4,584 4,584 221.1

959,783 △ 179,256 780,527 269.8
758,272 △ 152,177 606,095 416.5

2,979,848 △ 253,231 2,726,617 149.0

今回補正額
Ｂ

合　計

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

地 方 交 付 税
臨 時 財 政 対 策 債

区　　　分

調 整 債

合 計

中小企業制度資金貸付金償還金

国 庫 支 出 金
県 債

諸 収 入 等

減 収 補 填 債

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税 等

徴 収 猶 予 特 例 債
特 別 減 収 対 策 債

前年同期
対比

県 税

特別法人事業譲与税

現　計
Ａ

県 税 等
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２ 歳出（△２，５３２億円） 

(1) 人件費（△３８億円） 

給与改定等による職員給の減、退職見込者数の減による退職手当の減 等 

(2) 行政経費（△２，１５２億円） 

① 中小企業制度資金貸付金の実績減に伴う金融機関への預託金の減 

（△１，５２２億円） 
 

  ② 福祉関係経費（△１１０億円） 

社会保障・税一体改革関係経費では、地域医療介護拠点整備の実績減    

（△４９億円）、病床機能転換推進事業の実績減（△１３億円）などにより  

△９２億円の減。 

    その他福祉関係経費では、医療費の減による後期高齢者医療給付費県費負

担金の減（△１６億円）などにより、△１８億円の減。 
  

③ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金事業（△１８０億円） 

新型コロナウイルス感染症対応として実施する医療提供・検査体制等の充

実や社会福祉施設等における感染拡大防止対策の実績減 
 

  ④ 県税市町交付金・還付金（△３６億円） 

  県税収入の減に伴う減 
 

 ⑤ 事務的経費の節減（△１３億円） 

  効果的・効率的な事務執行や在宅勤務の推進等による事務的経費(職員旅費

等)の節約 

(3) 投資的経費（△３１３億円） 

① 投資補助事業（△１９０億円） 

公共事業の実績減（△１４２億円）、障害者福祉施設整備費補助の実績減

（△１６億円）等 
 

② 投資単独事業（△２８億円） 

避難所換気設備整備事業の実績減（△１９億円）、高齢者福祉施設等整備

費補助の実績減（△４億円） 等 
 

③ 災害復旧事業（△９５億円） 

当初予算時における枠設定分の減 等 

(4) 公債費（△７億円） 

利率確定に伴う県債利子の減 等 

(5) 繰出金（△２２億円） 

先行取得用地の取得に伴う県有環境林特会への繰出の増（＋８億円）、高額

医療費の実績減等に伴う国民健康保険特会への繰出の減（△１３億円）、基金

を活用した事業の実績減に伴う基金管理特会への繰出の減（△１１億円） 等 
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○歳出の内訳                      （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○福祉関係経費の内訳                    （単位：百万円） 

 現計
Ａ

今回補正額
Ｂ

合計
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

地 域 医 療 介 護 拠 点 整 備 費 補 助 事 業 6,691 △ 4,879 1,812

病 床 機 能 転 換 推 進 事 業 1,500 △ 1,318 182

ひ ょ う ご 放 課 後 プ ラ ン 推 進 事 業 3,481 △ 711 2,770

私 立 専 修 学 校 授 業 料 減 免 事 業 1,116 △ 429 687

そ の 他 の 事 業 61,104 △ 1,910 59,194

小　計 73,892 △ 9,247 64,645

後 期 高 齢 者 医 療 給 付 費 県 費 負 担 金 61,337 △ 1,638 59,699

障 害 児 措 置 費 6,635 932 7,567

乳 幼 児 等 医 療 費 補 助 事 業 3,087 △ 482 2,605

そ の 他 の 事 業 212,268 △ 572 211,696

小　計 283,327 △ 1,760 281,567

357,219 △ 11,007 346,212

社会保障
・税一体
改革関係
経 費

区分

福祉関係経費　計

そ の 他
福祉関係
経 費

現計
Ａ

今回補正額
Ｂ

合　計

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

前　年
同　期
対　比

463,021 △ 3,812 459,209 98.7

1,805,193 △ 215,279 1,589,914 211.0

758,272 △ 152,177 606,095 416.5

357,219 △ 11,007 346,212 118.9

社会保障・税一体改革関係経費 73,892 △ 9,247 64,645 121.1

そ の 他 福 祉 関 係 経 費 283,327 △ 1,760 281,567 118.4

151,540 △ 18,002 133,538 皆増

160,942 △ 3,627 157,315 121.4

12,955 △ 176 12,779 122.9

327,199 △ 31,272 295,927 114.9

215,011 △ 18,956 196,055 119.4

100,957 △ 2,861 98,096 108.9

11,231 △ 9,455 1,776 53.7

301,844 △ 713 301,131 112.9

82,591 △ 2,155 80,436 93.6

2,979,848 △ 253,231 2,726,617 149.0合 計

繰 出 金

投 資 的 経 費

行 政 経 費

人 件 費

公 債 費

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

投 資 補 助 事 業

投 資 単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

基 金 積 立 金

区　分

新型コロナウイルス感染症
緊急包括支援交付金事業

福 祉 関 係 経 費

県税市町交付金・還付金
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３ 補正予算で計上する主なもの 

＜新型コロナウイルス感染症対策＞ 

 (1) 高齢者施設の従事者への検査の実施             225,000 千円 

(全額地方創生臨時交付金) 

   高齢者入所施設において感染を早期に発見し、事業継続を支援するため、そ

の従事者に対する検査を全額公費により集中的に実施 

   ○ 実 施 対 象 特に感染者数の多い芦屋、伊丹、宝塚、加古川、加東、福崎、龍

野、洲本各保健所管内に所在する高齢者入所施設※に従事する者 

    ※重症化リスクの高い医療・介護を必要とする者が長期入所する以下の施設 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、 

認知症共同生活介護 

   ○ 実 施 期 間 令和３年３月中 

   ○ 実 施 方 法 民間検査機関に委託 

   ○ 今後の対応 対象地域の拡大や、養護老人ホーム、重度障害者入所施設、

精神科病院等への対象施設の拡大については、県内の感染

状況等も踏まえ、次の段階において検討 

 

(2) 避難所における物資の備蓄                 115,000 千円 

(全額地方創生臨時交付金) 

   近い将来発災することが懸念される南海トラフ地震において避難所が感染

クラスターとならないよう感染症対策に万全を期すため、地方創生臨時交付金

の追加配分を活用し、必要な物資を県・市町の役割分担に基づき、追加備蓄 

   ○ 備 蓄 物 資 避難所の衛生環境確保等に必要な資材(段ボールベッド) 

   ○ 追加備蓄量 13,000 台 
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＜雪害対策＞ 

(1) 雪害被災農業者等に対する支援                126,806 千円 

(国庫 36,423、起債 67,700、一般 22,683) 

令和２年 12月からの県北部を中心とする豪雪により被災したパイプハウスや

畜舎などの農業生産施設等の復旧を支援 
 

   ① 農業生産施設等の災害復旧支援（126,806 千円） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

② 農業関係制度融資の拡充（令和３年度予算で対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 道路の除雪対策                       279,000 千円 

(国庫 186,000、一般 93,000) 

令和２年 12 月からの県北部を中心とする豪雪による降雪実績等を踏まえ、道

路の除雪対策を追加で実施 

  ○ 事 業 内 容 道路除雪、凍結防止剤散布等 

  ○ 事 業 量 過去５年間のうち降雪量が多かった平成 28 年度と同程度の 

事業量を確保 

 

 

区分 美しい村づくり資金 農業近代化資金

融 資 機 関 ＪＡ ＪＡ等

融資 対 象 者 農業者全般 認定農業者・集落営農組織等

融 資 対 象 運転資金及び農業施設の復旧資金
農産物の生産、流通または
加工に必要な施設等の復旧

融資 限 度 額
個人：10,000千円[現行：5,000千円]
法人：20,000千円[現行：10,000千円]

個人：18,000千円
法人・集落営農組織：200,000千円

融 資 期 間
(据置期間)

７年以内(２年以内)
[現行：５年以内(１年以内)]

７～20年以内（２～７年以内）

貸 付 利 率

無利子化分の
負 担 割 合

県2/3、市町1/3
[現行：県1/2、市町1/2]

県2/3、市町1/3
[現行：県10/10]

当初３年間無利子化　[現行：0.2％]

区分
強い農業・担い手づくり総合支援

交付金事業【国庫補助事業】
雪害施設復旧補助事業

【県単独事業】
実施主体 市町 同左

対象者

・人・農地プランに位置づけられた
　中心経営体
・農地中間管理機構から賃借権の設定
　等を受けた者

・農業者・農業者等が組織
　する団体
　※国庫対象外の者に限る

対象経費
・パイプハウス、畜舎、農業用機械等
・解体撤去費用(再建を伴う場合)

同左

負担割合 国3/10、県3/10、市町3/20、被災者1/4 県4/9、市町2/9、被災者1/3

補助上限額 6,000千円/経営体 0.29千円/㎡～12千円/㎡

所要額 72,846千円 53,960千円
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Ⅳ 特別会計補正予算の概要 
 

（主な特別会計の状況） 

１ 県有環境林等特別会計（＋７７億円） 

乱開発の抑制等に寄与してきた先行取得用地について、地方交付税措置がある

地域活性化事業債等を活用し、県有環境林として取得することによる増 等 

○ 取得用地 宝塚新都市（玉瀬(3)）（７２．３４ha） 

       ※宝塚新都市用地の取得計画は完了 

○ 取得金額 ７８億円 
 

２ 公共事業用地先行取得事業特別会計（＋４７億円） 

  県有環境林特会による先行取得用地の取得等による元金の繰上償還に伴う公

債費特会への繰出の増（＋７７億円） 等 
 

３ 農林水産資金特別会計（△０．５億円） 

  国が令和３年１月に繰上償還の要件を緩和したことを踏まえ、県としても特別交付

税を活用した利子補給を実施することで、国と県が協調した兵庫みどり公社の財務基

盤強化対策を実施することによる増（＋３億円）、林業・木材産業改善資金貸付金の

実績減（△１．５億円）、沿岸漁業改善資金貸付金の実績減（△１．５億円）等 
 

４ 国民健康保険事業特別会計（＋１４９億円） 

  医療給付の実績減による普通交付金の減（△８０億円）や令和元年度決算剰余

金等による国庫支出金等返納金の増（＋４６億円）及び国民健康保険財政安定化

基金への積立金の増（＋１８３億円） 等 
 

○会計別補正額                       （単位：百万円） 

 会計名
現計予算

Ａ
今回補正額

Ｂ
合　計

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

・
県有環境林取得費(宝塚新都市
(玉瀬(3))

7,652

・公債費特会への繰出臨海土地造成費 1,000

・港湾施設管理費 △ 245

・公債費特会へ繰出（宝塚新都市） 7,689

・枠計上分 △ 3,000

・県営住宅環境改善事業費 △ 317

・県営住宅維持管理費 132

・丹波の森公苑運営費 △ 200

庁 用 自 動 車 管 理 206 △ 12 194 ・運営費 △ 12

・元金償還 △ 961
・県債利子 △ 1,315
・県債管理基金積立金 9,130

自 治 振 興 助 成 事 業 1,253 △ 153 1,100 生活排水処理対策事業費 △ 153

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 319 0 319

・小規模企業者等設備貸与支援事業 △ 810
・中小企業基盤整備機構公債費 463
・林業・木材産業改善資金貸付金 △ 150
・沿岸漁業改善資金貸付金 △ 150
・みどり公社事業資金利子補給費 308
・豊かな海づくり資金利子補給費 △ 28
・各基金積立金 △ 1,098
・県債管理基金積立金 611
・地方消費税清算金 △ 21,215
・地方消費税へ繰出 △ 22,089
・保険給付等（普通交付金） △ 8,061
・国庫支出金等返納金 4,594
・国民健康保険財政安定化基金積立金 18,314

計 1,689,322 △ 10,109 1,679,213

勤 労 者 総 合 福 祉
施 設 整 備 事 業

3,203 △ 181 3,022

地 方 消 費 税 清 算 468,025

主な増減の内容

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業

3,354 4,689 8,043

県 有 環 境 林 等 14,5847,6566,928

△ 54749農 林 水 産 資 金 695

小 規 模 企 業 者 等
振 興 資 金

3,258

国 民 健 康 保 険 497,441 14,929 512,370

△ 667 13,257

△ 43,304 424,721

基 金 管 理 13,924

公 債 費 662,1456,587655,558

△ 2093,467

県 営 住 宅 事 業 30,465 △ 53 30,412

港 湾 整 備 事 業 4,430 663 5,093
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Ⅴ 公営企業会計補正予算の概要  
 

○会計別補正額                       （単位：百万円） 

 

 

 

 

区分
現計予算

Ａ
今回補正額

Ｂ
合　計

Ｃ＝Ａ＋Ｂ

・
新型コロナウイルス感染症の影響等
による医業収益の減

△ 12,829

・
新型コロナウイルス感染症空床補償
等医業外収益の増

13,676

・
新型コロナウイルス感染症対応従事
者慰労金

1,834

・退職給付引当金過年度修正 5,534

・
新型コロナウイルス感染症対応
従事者慰労金

1,834

差 引 △ 7,410 △ 5,580 △ 12,990

・ △ 3,348

・薬品費の増 176

・委託料の増 79

・建設改良費の増 198

差 引 △ 3,768 △ 3,854 △ 7,622

収 入 4,261 184 4,445 ・受水負担金の増 250

・委託料の減 △ 28

・建設改良費の減 △ 26

差 引 △ 1,181 278 △ 903

収 入 39 9 48 9

支 出 39 9 48 9

差 引 0 0 0

△ 2,942

△ 2,491

△ 925

差 引 △ 2,708 227 △ 2,481

収 入 1,566 69 1,635 ・太陽光発電売電収入の増 69

・委託料等の減 △ 24

・売電収入増に伴う消費税の増 19

差 引 259 77 336

・
ひょうご小野産業団地整備事業
土地売却収益の減

△ 1,648

・
ひょうご小野産業団地整備事業
土地売却収益の減に伴う土地造
成原価(費用)の減

△ 1,446

・
ひょうご小野産業団地整備事業
整備事業費

88

差 引 153 △ 343 △ 190

・
減価償却費の減に伴う長期前受金
戻入の減

△ 3,065

・建設改良費の減に伴う国庫補助金の減 △ 1,291

・建設改良費の減に伴う企業債の減 △ 1,162

・減価償却費の減 △ 3,330
・建設改良費の減 △ 2,852

差 引 55,482 △ 7,533 47,949

収 入 264,366 △ 12,133 252,233

支 出 277,846 △ 2,509 275,337

差 引 △ 13,480 △ 9,624 △ 23,104

新型コロナウィルス感染症対策によ
る水道料金減免

地 域 整 備
事 業

55,482 △ 7,533 47,949収入

・地域整備費の減

190,743

5,275

・土地売却収益の減に伴う土地造
　成原価(費用)の減
　　うち阪神地域（△2,476）
　　　　播磨地域（＋   88）
　　　　淡路地域（△　103）

   うち広域水道（三田西宮連絡管等）　 (＋ 77)
　 　　施設改良（神戸支線送水施設等）（＋147)

計

支 出

15,462

支 出 22,642 442 23,084

企

業

庁

182,082

説明

174,672

工業用水道
事 業

18,874 △ 3,412

病 院 事 業

8,661

収 入 177,7533,081

流域下水道事業

△ 94 5,348

会計名

支 出 3,642 △ 1,305 2,337

水 道 用 水
供 給 事 業

収 入

病
院
局

支 出 5,442

水 源 開 発
事 業

・一般会計補助金の増

・ダム管理負担金の増

収 入 5,677 △ 2,883 2,794

・土地売却収益の減
　　うち阪神地域（△2,933）
　　　　播磨地域（＋   97）
　　　　淡路地域（△　106）

支 出 8,385 △ 3,110

企 業 資 産
運 用 事 業

支 出 1,307 △ 8

支出 54,307 △ 7,104 47,203

1,299

地 域 創 生
整 備 事 業

収 入 3,795 △ 1,648 2,147


